
②水道施設総合整備計画【水道施設耐震化計画（概要版）】

１．計画の目的と位置付け

２．地震被害と今後のリスク

事業環境の変化

全国的に水道施設の老朽化が進行しており、耐震化の遅れが懸念
されていることから、耐震化計画の策定を推進し、これに基づく水
道施設の耐震化を計画的かつ効率的に行うことが求められている。
本市においては、東日本大震災での甚大な被害を踏まえて、平成
27年3月に「水道施設耐震化計画」を策定しており、この計画に基
づき耐震化事業を推進しているところである。
「水道施設総合整備計画」に包含される個別計画の1つとして策定
する「水道施設耐震化計画」は、施設耐震化の基本方針を見直すと
ともに、他計画との整合性を図った耐震化計画とすることで、大
規模地震時においても水道施設の機能を維持し、安定的な給水を
確保するための地震対策を定めるものである。

・

・

・

◆ 水道施設耐震化計画の目的

平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、東北
地方を中心とした東日本の広範囲に及ぶ地域に甚大な
被害をもたらした。
本市においても、震度6弱の激しい揺れと度重なる余震
により、水道施設に深刻かつ広範囲に及ぶ被害を受け、
市内の至る所で漏水が発生したため、地震発生から約2
時間以内で主要な配水池の貯留量がなくなり、市内の
ほぼ全域（約13万戸）で断水となった。
重要な給水施設である救急病院への応急給水は、給水
車による運搬給水に頼らざるを得ず、一部の地区を除
き一般家庭への給水は耐震性貯水槽のみとなるなど、
市民への応急給水は困難を極めた。
津波被災地区を除いて通水作業が終了するまでに約40
日間を要した。

・

・

・

・

◆ 東日本大震災による地震被害

近い将来に発生する可能性が高いとされている南海ト
ラフ巨大地震や首都直下型地震、日本海溝・千島海溝周
辺海溝型地震は、広域にわたる地域で被害が想定され
ている。
「いわき市地域防災計画」で、本市が最大の被害を受け
るとされる東北地方太平洋沖地震では、被害箇所が約6
万3千箇所、断水率が99.9％と、市内のほぼすべてが断
水する想定となっている。
厚生労働省では、「新水道ビジョン」（平成25年3月）に
おいて、「強靭な水道」を目指すべき方向性のひとつと
し、その理想像として「自然災害等による被災を最小限
にとどめ、被災した場合であっても迅速に復旧できる
しなやかな水道」を掲げ、水道施設の耐震化の推進を
図っている。
本市における水道施設の耐震化の進捗状況は、令和２
年度末時点で、基幹管路の耐震管率は約43.6％、浄水
場の耐震化率は約23.4％、配水池の耐震化率は約
30.6％と地震に対する備えは十分とはいえない状況に
あり、耐震化をさらに推進する必要がある。

・

・

・

・

◆ 今後のリスク

「水道施設耐震化計画」は、水道施設再構築構想に示す具体的な取組のうち、個別対策による施設強靭化の取組の地
震対策について定めるものである。

・
◆ 水道施設耐震化計画の位置付け

本計画の計画期間は、令和18年度までの15年間とする。・
◆ 計画期間

図　水道施設総合整備計画の体系図
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資料編　水道施設総合整備計画の概要【②水道施設耐震化計画】

３．基本方針と目標

「水道施設再構築構想」では、老朽施設の更新や耐震化（地震対策）等の個別対策による施設の強靭化と相互融通体制の
構築によるバックアップ機能の強化を図ることで水道システム全体の強靭化を目指すことを整備方針としている。
水道施設を強靭化し、地震による被害発生を抑制する個別対策は、更新による耐震化や耐震補強による耐震化がある。
更新は耐震化を推進する上で確実かつ有効な手段であるが、全ての水道施設を短期間で更新することは事業量や財政
の面から難しく、また、更新時期を迎えていない施設を早期に更新することは効率的とはいえない。
そのため、配水運用上重要な施設及び重要給水施設に給水するルート上の施設や管路を優先して耐震化することによ
り、効率的・効果的に耐震性を向上させていく。

・

・
・

・

◆ 地震対策の基本方針

更新による耐震化を基本としながらも、耐震補強による耐震化を効率的かつ効果的に実施することで地震による被
害発生を抑制し、給水の安定性を向上させることを目指す。

・
◆ 地震対策の目標

表　耐震化計画における中期及び長期の目標（業務指標）

表　耐震化計画における計画期間の目標（業務指標）

表　地震対策に対応する計画と事業

※「重要給水施設配水管整備計画」は、配水池から重要給水施設に至る配水管の更新による耐震化を推進するため、「水道施設耐震化計画」及び
「管路整備計画」に関連する計画として位置付けるもの。

配水池から重要給水施設に至る配水管の更新による
耐震化
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４．地震対策（耐震化）の方法

「水道施設耐震工法指針2009」では、耐震補強の考え方として、「水道施設の耐震補強は、現状調査や耐震診断の結果
に基づき、要求される耐震性能を満足するように、各施設の構造特性および施設機能に応じた方法により実施する。」
と示している。
主な補強工法は、施設を休止し工事実施をするものが大部分を占めるため、浄水処理や配水運用、代替施設を踏まえ
て、工法選定及び工事実施の可否を検討する必要がある。

・

・

◆ 施設の地震対策（耐震補強）方法の検討

平成20年4月8日付け厚生労働省健康局水道課長通知の「水道施設の耐震化の計画的実施について」の内容に基づき、
以下の施設を耐震化対象施設とする。
①　重要度が高い水道施設
②　重要給水施設を給水区域に持つ配水池
③　水道施設総合整備計画における基幹水道施設

・
◆ 耐震化対象施設の設定（施設）

現在、管路の更新工事等において使用する管種は、原則、耐震管（水道配水用ポリエチレン管（HPPE）、水道用耐震型
ダクタイル鋳鉄管（DIP‐GX、DIP‐NS）、ステンレス鋼鋼管（SUS）を採用することとしており、管路の更新工事を実
施すれば必然的に耐震化も図られるようになっている。
平成29年度からは、配水池から救急病院等の重要給水施設に至る路線の耐震化を目的とした「重要給水施設配水管
整備事業」を実施しているところである。
すべての管路を耐震化の対象とし、耐震化の方法は更新による耐震化とする。管路の更新による耐震化の時期等に
ついては、「管路整備計画」及び「重要給水施設配水管整備計画」において整理する。

・

・

・

◆ 耐震化対象施設の設定（管路）

浄水施設は、水道施設の重要度区分でランクAの施設
であるため、対象外施設を除いて、全ての施設を対象
に耐震診断を実施する。
【対象外施設】
①　将来、廃止予定等の施設
②　建設年度から耐震性を有すると判断できる施設
　　・平成10（1998）年以降に建設された土木構造物
　　昭和57（1982）年以降に建設された建築構造物
③　「水道施設耐震工法指針（2009年版）」による耐震
　　診断で「耐震性有り」と判定された施設
④　個別の理由により除外する施設
　　・上野原浄水場（1系）は、高度解析による耐震診
　　断及び詳細設計が完了しているため除外する
　　・泉浄水場は、再整備時期（令和12（2030）年～）
　　が近いため除外する
　　・法田ポンプ場は、単純な井戸構造であり、再度
　　の耐震診断を実施しても、結果は変わらないと推
　　定されるため除外する

・
◆ 浄水施設における耐震診断対象施設

配水施設（配水池及びポンプ場）は、水道施設の重要度
区分でランクAの施設及び重要給水施設を給水エリア
に持つ施設について、対象外施設を除いて、耐震診断
を実施する。
【対象外施設】
①　将来、廃止予定等の施設
②　施工年度から耐震性を有すると判断できる施設
　　・平成10（1998）年以降に建設された土木構造物
　　・昭和57（1982）年以降に建設された建築構造物
③　「水道施設耐震工法指針（2009年版）」による耐震
　　診断で「耐震性有り」と判定された施設

・
◆ 配水施設における耐震診断対象施設

本計画では、地震時のリスクを把握するため建設年度や過去の耐震診断で「耐震性有り」と判断、又は判定された施
設を除いて、原則、すべての対象施設の耐震診断を実施する。
令和3年度中には「水道施設耐震工法指針」（日本水道協会）が改訂される予定であることから、過去の耐震診断にお
いて「耐震性無し」と判定された施設についても、新た
な指針により「耐震性有り」となる可能性がある施設
については、耐震診断を実施する。

・

・

◆ 耐震診断の実施

資料編　水道施設総合整備計画の概要【②水道施設耐震化計画】

表　浄水施設における耐震診断対象施設

㎥

表　配水池における耐震診断対象施設

表　ポンプ場における耐震診断対象施設

㎥

㎥

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

第
９
章

資
料
編

資料編　水道施設総合整備計画の概要【②水道施設耐震化計画】

５．事業計画

「水道施設耐震工法指針」の改定後（令和3年度改訂予定）に耐震診断を実施する。
耐震診断の結果、耐震性が低いと判定された施設は、配水運用の可否等工事の実現性を判断し、実施可能な施設につ
いて、耐震補強に係る設計委託、工事の実施時期等を位置付ける。

・
・

◆ 耐震化の概略工程

水道施設耐震化計画の事業概要、事業期間、概算事業費を下表に示す。・
◆ 事業計画

図　耐震化の概略工程

表　事業計画

その他の管路は、「管路整備計画」に基づき更新による耐震化を図る。
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４．地震対策（耐震化）の方法

「水道施設耐震工法指針2009」では、耐震補強の考え方として、「水道施設の耐震補強は、現状調査や耐震診断の結果
に基づき、要求される耐震性能を満足するように、各施設の構造特性および施設機能に応じた方法により実施する。」
と示している。
主な補強工法は、施設を休止し工事実施をするものが大部分を占めるため、浄水処理や配水運用、代替施設を踏まえ
て、工法選定及び工事実施の可否を検討する必要がある。

・

・

◆ 施設の地震対策（耐震補強）方法の検討

平成20年4月8日付け厚生労働省健康局水道課長通知の「水道施設の耐震化の計画的実施について」の内容に基づき、
以下の施設を耐震化対象施設とする。
①　重要度が高い水道施設
②　重要給水施設を給水区域に持つ配水池
③　水道施設総合整備計画における基幹水道施設

・
◆ 耐震化対象施設の設定（施設）

現在、管路の更新工事等において使用する管種は、原則、耐震管（水道配水用ポリエチレン管（HPPE）、水道用耐震型
ダクタイル鋳鉄管（DIP‐GX、DIP‐NS）、ステンレス鋼鋼管（SUS）を採用することとしており、管路の更新工事を実
施すれば必然的に耐震化も図られるようになっている。
平成29年度からは、配水池から救急病院等の重要給水施設に至る路線の耐震化を目的とした「重要給水施設配水管
整備事業」を実施しているところである。
すべての管路を耐震化の対象とし、耐震化の方法は更新による耐震化とする。管路の更新による耐震化の時期等に
ついては、「管路整備計画」及び「重要給水施設配水管整備計画」において整理する。

・

・

・

◆ 耐震化対象施設の設定（管路）

浄水施設は、水道施設の重要度区分でランクAの施設
であるため、対象外施設を除いて、全ての施設を対象
に耐震診断を実施する。
【対象外施設】
①　将来、廃止予定等の施設
②　建設年度から耐震性を有すると判断できる施設
　　・平成10（1998）年以降に建設された土木構造物
　　昭和57（1982）年以降に建設された建築構造物
③　「水道施設耐震工法指針（2009年版）」による耐震
　　診断で「耐震性有り」と判定された施設
④　個別の理由により除外する施設
　　・上野原浄水場（1系）は、高度解析による耐震診
　　断及び詳細設計が完了しているため除外する
　　・泉浄水場は、再整備時期（令和12（2030）年～）
　　が近いため除外する
　　・法田ポンプ場は、単純な井戸構造であり、再度
　　の耐震診断を実施しても、結果は変わらないと推
　　定されるため除外する

・
◆ 浄水施設における耐震診断対象施設

配水施設（配水池及びポンプ場）は、水道施設の重要度
区分でランクAの施設及び重要給水施設を給水エリア
に持つ施設について、対象外施設を除いて、耐震診断
を実施する。
【対象外施設】
①　将来、廃止予定等の施設
②　施工年度から耐震性を有すると判断できる施設
　　・平成10（1998）年以降に建設された土木構造物
　　・昭和57（1982）年以降に建設された建築構造物
③　「水道施設耐震工法指針（2009年版）」による耐震
　　診断で「耐震性有り」と判定された施設

・
◆ 配水施設における耐震診断対象施設

本計画では、地震時のリスクを把握するため建設年度や過去の耐震診断で「耐震性有り」と判断、又は判定された施
設を除いて、原則、すべての対象施設の耐震診断を実施する。
令和3年度中には「水道施設耐震工法指針」（日本水道協会）が改訂される予定であることから、過去の耐震診断にお
いて「耐震性無し」と判定された施設についても、新た
な指針により「耐震性有り」となる可能性がある施設
については、耐震診断を実施する。

・

・

◆ 耐震診断の実施

資料編　水道施設総合整備計画の概要【②水道施設耐震化計画】

表　浄水施設における耐震診断対象施設
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表　配水池における耐震診断対象施設

表　ポンプ場における耐震診断対象施設
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資料編　水道施設総合整備計画の概要【②水道施設耐震化計画】

５．事業計画

「水道施設耐震工法指針」の改定後（令和3年度改訂予定）に耐震診断を実施する。
耐震診断の結果、耐震性が低いと判定された施設は、配水運用の可否等工事の実現性を判断し、実施可能な施設につ
いて、耐震補強に係る設計委託、工事の実施時期等を位置付ける。

・
・

◆ 耐震化の概略工程

水道施設耐震化計画の事業概要、事業期間、概算事業費を下表に示す。・
◆ 事業計画

図　耐震化の概略工程

表　事業計画

その他の管路は、「管路整備計画」に基づき更新による耐震化を図る。
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③水道施設総合整備計画【水道施設津波・浸水対策計画（概要版）】

１．計画の目的と位置付け

２．津波・浸水被害と今後のリスク

事業環境の変化

平成23年に発生した東日本大震災では、東北地方の太平洋沿岸部
を中心に巨大な津波が観測され、水道施設においても大きな被害
を受けた。
大雨による浸水被害については、近年、全国的に頻発化・激甚化の
傾向があり、水道施設への被害としては、河川の氾濫に伴い浄水場
内に雨水や土砂が流れ込み、浄水処理機能が不能となり、長期間の
断水が発生した事例が報告されている。
今回、「水道施設総合整備計画」に包含される個別計画の1つとし
て策定する「水道施設津波・浸水対策計画」は、大地震による津波
や大雨による外水氾濫が発生した場合においても、水道施設の機
能を維持し、安定的な給水を確保するための津波・浸水対策につい
て定めるものである。

・

・

・

◆ 水道施設津波・浸水対策計画の目的

平成23年3月に発生した東日本大震災では、
市の沿岸部全域に津波が押し寄せ、行政区域
内面積の約1.4％にあたる17.75km²が浸水
し、平地区や久之浜地区の一部で7mを超える
浸水深が観測されている。
東日本大震災の津波では、水道施設における
被害は少なかったが、管路の流失や、家屋損
壊による給水管への被害が確認された。

・

・

◆ 本市における津波被害

津波リスクについては、福島県が平成31年3
月に公表した「津波浸水想定【解説】」において、
宮城県沖の地震津波、明治三陸タイプ地震津
波、福島県沖高角断層地震津波などを想定し
ており、本市久之浜沿岸部に最大遡上高
15.3mの津波が来襲する可能性があると予測
されている。
浸水リスクについては、近年、全国の年間降
水量は減少傾向にあるが、短時間の降水量は
増加傾向にあり、豪雨被害は全国で頻発化・
激甚化している。
令和元年東日本台風で大規模な浸水被害を受
けた平浄水場や法田ポンプ場は、浸水想定区
域に位置しており、早急に対策を行う必要が
ある。

・

・

・

◆ 今後のリスク

令和元年東日本台風に伴う豪雨では、夏井川
など複数の河川で堤防の決壊や越水があり、
市内の各所で洪水による水害や土砂災害が発
生した。
市内で最大の浄水能力を有する平浄水場が浸
水によって機能停止となり、市内の3分の1に
あたる約45,400戸が断水するなど、甚大な被
害が発生した。

・

・

◆ 本市における浸水被害

「水道施設津波・浸水対策計画」は、水道施設再構築構想に示す具体的な取組のうち、個別対策による施設強靭化の
取組の津波・浸水対策について定めるものである。

・
◆ 水道施設津波・浸水対策計画の位置付け

本計画の計画期間は、令和7年度までの4年間とする。・
◆ 計画期間

図　水道施設総合整備計画の体系図

図　東日本大震災における被害状況

管理棟（電気室・ポンプ室・薬品注入室入口）
（浸水深　床上から約62cm）

【浸水時】 【水が引いた後】

資料編　水道施設総合整備計画の概要【③水道施設津波・浸水対策計画】

濃縮槽、脱水機棟、排水池（浸水深　地盤から約125cm）
図　平浄水場の浸水被害状況

【浸水時】 【水が引いた後】

【水道システム全体の視点】 【個別施設の視点】

【事業量の平準化・財源確保の視点】 【施設の健全性維持の視点】
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３．基本方針と目標

４．津波・浸水対策の方法

資料編　水道施設総合整備計画の概要【③水道施設津波・浸水対策計画】

「水道施設再構築構想」では、老朽施設の更新や耐震化（地震対策）等の個別対策による施設の強靭化と相互融通体
制の構築によるバックアップ機能の強化を図ることで水道システム全体の強靭化を目指すことを整備方針としてい
る。
津波・浸水による被害発生を抑制する個別対策としては、津波・浸水想定区域外や安全な高さへ移設することが最
も有効な手段であるが、対象となる水道施設を短期間で移設することは事業量や財政の面から難しく、また、更新
時期を迎えていない施設を早期に移設することは効率的な対策とはいえない。もとより、地理的な要件により移設
ができない場合も想定される。
このことを踏まえ、危険性に応じた対策を講じる。

・

・

・

◆ 津波・浸水対策の基本方針

本計画では、防護壁の設置、施設の高所移転、開口部の防水化を浸水に対する恒久対策として採用する。
恒久対策を実施するまでの期間がある施設や、更新時期までの期間が比較的に短く更新時に移設を検討する施設等
で恒久対策を実施しない施設については、暫定的な措置として、大型土のう積、浸水想定深以下の高さで実施する
開口部の防水化又は止水板の設置の予防対策を検討する。
河川洪水における浸水対策の浸水想定深は、施設の供用期間等を踏まえ、中高頻度(1/30 ～ 1/80程度)の確立で発
生する河川氾濫等を想定し、「計画規模平均浸水深（L1）又は令和元年東日本台風での浸水深（実績）のいずれか大き
い方の深さ」とする。
想定最大規模平均浸水深（L2）については、バックアップ機能の活用やソフト対策を講じることとする。

・
・

・

・

◆ 津波・浸水対策の考え方

福島県では、将来発生の可能性がある最大級の津波を想定した津波浸水想定区域図を作成しており、この津波浸水
想定区域図を用いることで、津波による浸水被害が想定される水道施設を抽出する。

・

◆ 津波・浸水対象施設の選定
【津波浸水想定区域図による評価】

近年、想定を超える浸水被害が多発していることから、国にお
いて平成27年に水防法の改正が行われ、洪水浸水想定の基準を
50～ 70年に1回程度の大雨（計画規模降雨：河川整備における
基本となる降雨）から1,000年に1回程度の大雨（想定最大規模
降雨：想定し得る最大規模の降雨）に見直された。
県では、大久川、夏井川、新川、滑津川、好間川、仁井田川、藤原川、
鮫川及び蛭田川の９河川について、洪水浸水想定区域を見直し、
本市においても新たな防災・減災の取り組みや「いわき市台風
第19号における災害対応検証委員会」における中間報告を反映
した河川洪水ハザードマップ改定版を公表した。
本計画では、この河川洪水ハザードマップ改定版と各水道施設
の位置を照らし合わせ、水道施設の洪水による想定浸水深を評
価する。

・

・

・

【河川洪水ハザードマップによる評価】

津波・浸水対策が必要な施設について、被害想定区域外や高所等安全な位置への移設を基本としながらも、浸水時
においても施設の機能を確保するための防護壁の設置や開口部の防水化等の恒久対策や当面の間の暫定措置として
実施する大型土のう積等の予防対策を効率的かつ効果的に実施することで津波・浸水による被害発生を抑制し、給
水の安定性を向上させることを目指す。

・
◆ 津波・浸水対策の目標

表　津波・浸水対策計画における計画期間の目標（業務指標）

表　津波・浸水対策に対応する計画と事業

図　いわき市河川洪水ハザードマップ改定版（平地区西部）
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③水道施設総合整備計画【水道施設津波・浸水対策計画（概要版）】

１．計画の目的と位置付け

２．津波・浸水被害と今後のリスク

事業環境の変化

平成23年に発生した東日本大震災では、東北地方の太平洋沿岸部
を中心に巨大な津波が観測され、水道施設においても大きな被害
を受けた。
大雨による浸水被害については、近年、全国的に頻発化・激甚化の
傾向があり、水道施設への被害としては、河川の氾濫に伴い浄水場
内に雨水や土砂が流れ込み、浄水処理機能が不能となり、長期間の
断水が発生した事例が報告されている。
今回、「水道施設総合整備計画」に包含される個別計画の1つとし
て策定する「水道施設津波・浸水対策計画」は、大地震による津波
や大雨による外水氾濫が発生した場合においても、水道施設の機
能を維持し、安定的な給水を確保するための津波・浸水対策につい
て定めるものである。

・

・

・

◆ 水道施設津波・浸水対策計画の目的

平成23年3月に発生した東日本大震災では、
市の沿岸部全域に津波が押し寄せ、行政区域
内面積の約1.4％にあたる17.75km²が浸水
し、平地区や久之浜地区の一部で7mを超える
浸水深が観測されている。
東日本大震災の津波では、水道施設における
被害は少なかったが、管路の流失や、家屋損
壊による給水管への被害が確認された。

・

・

◆ 本市における津波被害

津波リスクについては、福島県が平成31年3
月に公表した「津波浸水想定【解説】」において、
宮城県沖の地震津波、明治三陸タイプ地震津
波、福島県沖高角断層地震津波などを想定し
ており、本市久之浜沿岸部に最大遡上高
15.3mの津波が来襲する可能性があると予測
されている。
浸水リスクについては、近年、全国の年間降
水量は減少傾向にあるが、短時間の降水量は
増加傾向にあり、豪雨被害は全国で頻発化・
激甚化している。
令和元年東日本台風で大規模な浸水被害を受
けた平浄水場や法田ポンプ場は、浸水想定区
域に位置しており、早急に対策を行う必要が
ある。

・

・

・

◆ 今後のリスク

令和元年東日本台風に伴う豪雨では、夏井川
など複数の河川で堤防の決壊や越水があり、
市内の各所で洪水による水害や土砂災害が発
生した。
市内で最大の浄水能力を有する平浄水場が浸
水によって機能停止となり、市内の3分の1に
あたる約45,400戸が断水するなど、甚大な被
害が発生した。

・

・

◆ 本市における浸水被害

「水道施設津波・浸水対策計画」は、水道施設再構築構想に示す具体的な取組のうち、個別対策による施設強靭化の
取組の津波・浸水対策について定めるものである。

・
◆ 水道施設津波・浸水対策計画の位置付け

本計画の計画期間は、令和7年度までの4年間とする。・
◆ 計画期間

図　水道施設総合整備計画の体系図

図　東日本大震災における被害状況

管理棟（電気室・ポンプ室・薬品注入室入口）
（浸水深　床上から約62cm）

【浸水時】 【水が引いた後】

資料編　水道施設総合整備計画の概要【③水道施設津波・浸水対策計画】

濃縮槽、脱水機棟、排水池（浸水深　地盤から約125cm）
図　平浄水場の浸水被害状況

【浸水時】 【水が引いた後】

【水道システム全体の視点】 【個別施設の視点】

【事業量の平準化・財源確保の視点】 【施設の健全性維持の視点】

水道施設再構築構想 水道施設耐震化計画

水道施設津波・浸水対策計画

水道施設土砂災害対策計画

水道施設停電対策計画

水道施設整備計画

管路整備計画

水道施設長寿命化計画アセットマネジメント
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３．基本方針と目標

４．津波・浸水対策の方法

資料編　水道施設総合整備計画の概要【③水道施設津波・浸水対策計画】

「水道施設再構築構想」では、老朽施設の更新や耐震化（地震対策）等の個別対策による施設の強靭化と相互融通体
制の構築によるバックアップ機能の強化を図ることで水道システム全体の強靭化を目指すことを整備方針としてい
る。
津波・浸水による被害発生を抑制する個別対策としては、津波・浸水想定区域外や安全な高さへ移設することが最
も有効な手段であるが、対象となる水道施設を短期間で移設することは事業量や財政の面から難しく、また、更新
時期を迎えていない施設を早期に移設することは効率的な対策とはいえない。もとより、地理的な要件により移設
ができない場合も想定される。
このことを踏まえ、危険性に応じた対策を講じる。

・

・

・

◆ 津波・浸水対策の基本方針

本計画では、防護壁の設置、施設の高所移転、開口部の防水化を浸水に対する恒久対策として採用する。
恒久対策を実施するまでの期間がある施設や、更新時期までの期間が比較的に短く更新時に移設を検討する施設等
で恒久対策を実施しない施設については、暫定的な措置として、大型土のう積、浸水想定深以下の高さで実施する
開口部の防水化又は止水板の設置の予防対策を検討する。
河川洪水における浸水対策の浸水想定深は、施設の供用期間等を踏まえ、中高頻度(1/30 ～ 1/80程度)の確立で発
生する河川氾濫等を想定し、「計画規模平均浸水深（L1）又は令和元年東日本台風での浸水深（実績）のいずれか大き
い方の深さ」とする。
想定最大規模平均浸水深（L2）については、バックアップ機能の活用やソフト対策を講じることとする。

・
・

・

・

◆ 津波・浸水対策の考え方

福島県では、将来発生の可能性がある最大級の津波を想定した津波浸水想定区域図を作成しており、この津波浸水
想定区域図を用いることで、津波による浸水被害が想定される水道施設を抽出する。

・

◆ 津波・浸水対象施設の選定
【津波浸水想定区域図による評価】

近年、想定を超える浸水被害が多発していることから、国にお
いて平成27年に水防法の改正が行われ、洪水浸水想定の基準を
50～ 70年に1回程度の大雨（計画規模降雨：河川整備における
基本となる降雨）から1,000年に1回程度の大雨（想定最大規模
降雨：想定し得る最大規模の降雨）に見直された。
県では、大久川、夏井川、新川、滑津川、好間川、仁井田川、藤原川、
鮫川及び蛭田川の９河川について、洪水浸水想定区域を見直し、
本市においても新たな防災・減災の取り組みや「いわき市台風
第19号における災害対応検証委員会」における中間報告を反映
した河川洪水ハザードマップ改定版を公表した。
本計画では、この河川洪水ハザードマップ改定版と各水道施設
の位置を照らし合わせ、水道施設の洪水による想定浸水深を評
価する。

・

・

・

【河川洪水ハザードマップによる評価】

津波・浸水対策が必要な施設について、被害想定区域外や高所等安全な位置への移設を基本としながらも、浸水時
においても施設の機能を確保するための防護壁の設置や開口部の防水化等の恒久対策や当面の間の暫定措置として
実施する大型土のう積等の予防対策を効率的かつ効果的に実施することで津波・浸水による被害発生を抑制し、給
水の安定性を向上させることを目指す。

・
◆ 津波・浸水対策の目標

表　津波・浸水対策計画における計画期間の目標（業務指標）

表　津波・浸水対策に対応する計画と事業

図　いわき市河川洪水ハザードマップ改定版（平地区西部）
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事業環境の変化

津波被害が想定される水道施設は、神白ポンプ場の1施設のみである。津波浸水想定深は0.01 ～ 0.3mとなってい
るが、ポンプ建屋は地盤より0.3m以上高いため、被害は及ばないと考えられる。そのため、恒久対策及び予防対策
ともに不要と判断する。

・
◆ 個別施設における津波対策

津波・浸水による管路の被害については、水管橋等の破損・流出が挙げられる。
管路の耐震化は津波・浸水対策としても有効であり、本市は管路更新時に耐震管を採用しているため、更新事業の
推進が津波・浸水対策となる。

・
・

◆ 管路における津波・浸水対策

浸水リスクを抱える水道施設を現地調査等の結果を踏まえて、下表に浸水対策とともに示す。・
◆ 個別施設における浸水対策

表　個別施設における浸水対策一覧

表　管路における津波・浸水対策
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５．事業計画

資料編　水道施設総合整備計画の概要【③水道施設津波・浸水対策計画】

水道施設津波・浸水対策事業の事業概要、事業期間、概算事業費を下表に示す。・
◆ 事業計画

表　事業計画

4

勿来地区に位置する浄水施設であ
り、重要度の高い施設である。計
画規模平均浸水深（L1）0.7mでの
恒久対策を実施する。

【法田ポンプ場】

平浄水場の取水・導水施設であり、
重要度の高い施設である。建屋外
壁の浸水時の耐力が1.9mまでであ
るため、1.9mでの恒久対策を実施
する。

【下平窪取水場】
市内最大の浄水場であり、重要度
の高い施設である。計画規模平均
浸水深（L1）2.0mでの恒久対策を
実施する。

【平浄水場】

小名浜地区に位置する浄水施設で
あり、重要度の高い施設である。
想定最大規模浸水深（L2）0.8ｍの
区域内の施設であり、L2について
はバックアップ機能の活用やソフ
ト対策により対応する。

【泉浄水場】

平地区に位置する基幹ポンプ場で
ある。計画規模平均浸水深（L1）の
区域外の施設であり、また基幹浄
水場連絡管整備事業により将来廃
止予定であることから、浸水対策
は不要と判断する。

【南白土ポンプ場】
平地区に位置するポンプ場である。
計画規模平均浸水深（L1）の区域外
の施設であり、また基幹浄水場連
絡管整備事業により将来廃止予定
であることから、浸水対策は不要
と判断する。

【諏訪下ポンプ場】

平地区に位置するポンプ場である。
地盤から1.0m程度（窓の高さ程度）
の止水板の設置等の予防対策を実
施する。更新の際には、高所移転
や代替施設の整備（廃止）による恒
久対策を実施する。

【平窪第2ポンプ場】
好間地区に位置するポンプ場であ
る。地盤から1.0m程度（窓の高さ
程度）の止水板の設置等の予防対
策を実施する。更新の際には、高
所移転や代替施設の整備（廃止）に
よる恒久対策を実施する。

【独古内ポンプ場】

好間地区に位置する基幹ポンプ場
である。今後60年程度の使用を予
定していることから、計画規模平
均浸水深（L1）0.9mでの恒久対策
を実施する。

【好間ポンプ場】

小名浜地区に位置するポンプ場で
ある。更新時期が近いが、対応す
る浸水深（L1）が0.5ｍと比較的浅
く、容易に対策工事を行えること
から、現施設における恒久対策を
実施する。

【釜戸第1ポンプ場】

四倉地区に位置するポンプ場であ
る。今後90年程度の使用を予定し
ていることから、計画規模平均浸
水深（L1）0.5mでの恒久対策を実
施する。

【薬王寺ポンプ場】

平地区に位置するその他の施設で水道
施設ではないものの、災害発生時には
対策本部等を設置する重要な施設であ
る。今後20年以上の使用を予定して
いることから、計画規模平均浸水深
（L1）0.6mでの恒久対策を実施する。

【水道局本庁舎】

水道施設津波・浸水対策
事業（浄水施設）

水道施設津波・浸水対策
事業（配水施設）

水道施設津波・浸水対策
事業（その他）
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事業環境の変化

津波被害が想定される水道施設は、神白ポンプ場の1施設のみである。津波浸水想定深は0.01 ～ 0.3mとなってい
るが、ポンプ建屋は地盤より0.3m以上高いため、被害は及ばないと考えられる。そのため、恒久対策及び予防対策
ともに不要と判断する。

・
◆ 個別施設における津波対策

津波・浸水による管路の被害については、水管橋等の破損・流出が挙げられる。
管路の耐震化は津波・浸水対策としても有効であり、本市は管路更新時に耐震管を採用しているため、更新事業の
推進が津波・浸水対策となる。

・
・

◆ 管路における津波・浸水対策

浸水リスクを抱える水道施設を現地調査等の結果を踏まえて、下表に浸水対策とともに示す。・
◆ 個別施設における浸水対策

表　個別施設における浸水対策一覧

表　管路における津波・浸水対策
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５．事業計画

資料編　水道施設総合整備計画の概要【③水道施設津波・浸水対策計画】

水道施設津波・浸水対策事業の事業概要、事業期間、概算事業費を下表に示す。・
◆ 事業計画

表　事業計画

4

勿来地区に位置する浄水施設であ
り、重要度の高い施設である。計
画規模平均浸水深（L1）0.7mでの
恒久対策を実施する。

【法田ポンプ場】

平浄水場の取水・導水施設であり、
重要度の高い施設である。建屋外
壁の浸水時の耐力が1.9mまでであ
るため、1.9mでの恒久対策を実施
する。

【下平窪取水場】
市内最大の浄水場であり、重要度
の高い施設である。計画規模平均
浸水深（L1）2.0mでの恒久対策を
実施する。

【平浄水場】

小名浜地区に位置する浄水施設で
あり、重要度の高い施設である。
想定最大規模浸水深（L2）0.8ｍの
区域内の施設であり、L2について
はバックアップ機能の活用やソフ
ト対策により対応する。

【泉浄水場】

平地区に位置する基幹ポンプ場で
ある。計画規模平均浸水深（L1）の
区域外の施設であり、また基幹浄
水場連絡管整備事業により将来廃
止予定であることから、浸水対策
は不要と判断する。

【南白土ポンプ場】
平地区に位置するポンプ場である。
計画規模平均浸水深（L1）の区域外
の施設であり、また基幹浄水場連
絡管整備事業により将来廃止予定
であることから、浸水対策は不要
と判断する。

【諏訪下ポンプ場】

平地区に位置するポンプ場である。
地盤から1.0m程度（窓の高さ程度）
の止水板の設置等の予防対策を実
施する。更新の際には、高所移転
や代替施設の整備（廃止）による恒
久対策を実施する。

【平窪第2ポンプ場】
好間地区に位置するポンプ場であ
る。地盤から1.0m程度（窓の高さ
程度）の止水板の設置等の予防対
策を実施する。更新の際には、高
所移転や代替施設の整備（廃止）に
よる恒久対策を実施する。

【独古内ポンプ場】

好間地区に位置する基幹ポンプ場
である。今後60年程度の使用を予
定していることから、計画規模平
均浸水深（L1）0.9mでの恒久対策
を実施する。

【好間ポンプ場】

小名浜地区に位置するポンプ場で
ある。更新時期が近いが、対応す
る浸水深（L1）が0.5ｍと比較的浅
く、容易に対策工事を行えること
から、現施設における恒久対策を
実施する。

【釜戸第1ポンプ場】

四倉地区に位置するポンプ場であ
る。今後90年程度の使用を予定し
ていることから、計画規模平均浸
水深（L1）0.5mでの恒久対策を実
施する。

【薬王寺ポンプ場】

平地区に位置するその他の施設で水道
施設ではないものの、災害発生時には
対策本部等を設置する重要な施設であ
る。今後20年以上の使用を予定して
いることから、計画規模平均浸水深
（L1）0.6mでの恒久対策を実施する。

【水道局本庁舎】

水道施設津波・浸水対策
事業（浄水施設）

水道施設津波・浸水対策
事業（配水施設）

水道施設津波・浸水対策
事業（その他）
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④水道施設総合整備計画【水道施設土砂災害対策計画（概要版）】

１．計画の目的と位置付け

２．土砂災害被害と今後のリスク

事業環境の変化

近年、頻発する大雨や地震等を起因とする土石流や地すべり等に
より、浄水場等の水道施設が流出した土砂に埋没又は損傷し、大規
模断水の発生や復旧に多大な期間と費用を要した事例が数多く報
告されている。
「水道施設総合整備計画」に包含される個別計画の1つとして策定
する「水道施設土砂災害対策計画」は、大雨や地震等によるがけ崩
れ、地すべり及び土石流の土砂災害が発生した場合においても、水
道施設の機能を維持し、安定的な給水を確保するための土砂災害
対策について定めるものである。

・

・

◆ 水道施設土砂災害対策計画の目的

本市における土砂災害の事例は、昭和51年の
栗木作地すべり災害、平成9年の常磐上湯長谷
町地内の地すべり災害、平成23年の東日本大
震災における大滝江筋用水路の落石が挙げら
れる。
昭和51年の栗木作地すべり災害では、栗木作
貯水池が地すべりを要因として決壊した。栗
木作浄水場への導水管も破損し約2,300戸が
給水不能となった。
平成9年の常磐上湯長谷町地内の地すべり災
害では、同地内にある常磐配水池が滑落傾斜
し、当該配水池より給水している地区の約
700戸が断水となった。
平成23年の東日本大震災における大滝江筋用
水路の落石では、水路を完全にふさぐ事態と
はならなかったものの、山間部で発生したた
め、重機が使用できず、人力での対応となった。

・

・

・

・

◆ 土砂災害被害の事例

南海トラフ巨大地震や首都直下型地震等、近
い将来発生する可能性が高い地震、また世界
的な気候変動等の影響による大雨や突発的で
予測困難な短時間豪雨など、土砂災害の要因
となる気象現象は今後も発生する可能性が高
く、それに伴い土砂災害の発生リスクも増加
していく。
水道施設は、効率的な配水運用の観点から位
置エネルギー（高さ）を有効に活用するため、
比較的高所に設置されることが多く、施設用
地や隣接地が高台や急傾斜地となっている箇
所も多く、土砂災害のリスクは潜在的に高い
状況である。

・

・

◆ 今後のリスク

「水道施設土砂災害対策計画」は、水道施設再構築構想に示す具体
的な取組のうち、個別対策による施設強靭化の取組の土砂災害対
策について定めるものである。

・
◆ 水道施設土砂災害対策計画の位置付け

本計画の計画期間は、令和4年度の1年間とする。・
◆ 計画期間

図　水道施設総合整備計画の体系図

図　平成9年の土砂流出災害に伴う常磐配水池の被害状況

資料編　水道施設総合整備計画の概要【④水道施設土砂災害対策計画】

図　東日本大震災における大滝江筋用水路の被害状況

【水道システム全体の視点】 【個別施設の視点】

【事業量の平準化・財源確保の視点】 【施設の健全性維持の視点】

水道施設再構築構想 水道施設耐震化計画

水道施設津波・浸水対策計画

水道施設土砂災害対策計画

水道施設停電対策計画

水道施設整備計画

管路整備計画

水道施設長寿命化計画アセットマネジメント
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３．基本方針と目標

４．土砂災害対策の方法

「水道施設再構築構想」では、老朽施設の更新や耐震化（地震対策）等の個別対策による施設の強靭化と相互融通体
制の構築によるバックアップ機能の強化を図ることで水道システム全体の強靭化を目指すことを整備方針としてい
る。
水道施設における土砂災害による被害発生を抑制する個別対策として、安全な位置へ移設することが最も有効な手
段であるが、対象となる水道施設を短期間で移設することは事業量や財政の面から難しく、また、更新時期を迎え
ていない施設を早期に移設することは効率的な対策とはいえない。もとより、地理的な要件により移設ができない
場合も想定される。
このことを踏まえ、危険性に応じた対策を講じる。

・

・

・

◆ 土砂災害対策の基本方針

土砂災害対策として、砂防ダム等の土砂災害対策施設を建設す
る事例は多くあるが、その多くは国や県が主体となり実施する
大規模事業であるため、個別の水道施設単体に対する土砂災害
対策として採用することは困難である。
個別施設に対する土砂災害対策として、施設の移転、土砂流入
防止壁等の設置、法面等保護工の施工といった恒久対策を基本
として検討する。
土砂災害発生時にバックアップが可能な施設にあっては、恒久
対策を実施せず暫定的な措置として給水を継続するための予防
対策を検討する。
恒久対策を実施するまでの期間がある施設や更新時期までの期
間が比較的に短く更新時に移転等を検討する施設で恒久対策を
実施しない施設についても予防対策を検討する。

・

・

・

・

◆ 土砂災害対策の考え方

本市では、福島県が指定する土砂災害警戒区域を基に、土砂災
害警戒区域総括図を作成・公表している。
本計画では、土砂災害警戒区域総括図と各水道施設の位置を照
らし合わせることで、水道施設の土砂災害リスクを評価する。

・

・

◆ 土砂災害対策対象施設の選定

非常時における安定給水を実現するためには、土砂災害リスク
を抱えるすべての水道施設に早期に対策を実施することが望ま
しいが、事業量及び財源には限界があることから、非常時にお
けるバックアップの有無や重要度を考慮したうえで実施する対
策の内容や実施の優先度を検討する必要がある。
土砂災害対策は、施設近隣の土地形態や環境にも影響すること
から、現地調査等の結果を踏まえて、施設ごとに必要な土砂災
害対策について検討する。

・

・

◆ 個別施設における土砂災害対策

土砂災害対策が必要な施設について、安全な位置への移設を基本としながらも、土砂災害発生時においても施設の
機能を確保するための土砂流入防止壁の設置や土砂災害を発生させないための法面等保護工の施工の恒久対策と、
当面の間の暫定措置として実施する給水を継続するための措置の予防対策を効率的かつ効果的に実施することで、
土砂災害による被害発生を抑制し、給水の安定性を向上させることを目指す。

・
◆ 土砂災害対策の目標

表　土砂災害対策計画における計画期間の目標（業務指標）

表　土砂災害対策に対応する計画と事業

図　土砂災害警戒区域総括図（好間地区）

資料編　水道施設総合整備計画の概要【④水道施設土砂災害対策計画】
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④水道施設総合整備計画【水道施設土砂災害対策計画（概要版）】

１．計画の目的と位置付け

２．土砂災害被害と今後のリスク

事業環境の変化

近年、頻発する大雨や地震等を起因とする土石流や地すべり等に
より、浄水場等の水道施設が流出した土砂に埋没又は損傷し、大規
模断水の発生や復旧に多大な期間と費用を要した事例が数多く報
告されている。
「水道施設総合整備計画」に包含される個別計画の1つとして策定
する「水道施設土砂災害対策計画」は、大雨や地震等によるがけ崩
れ、地すべり及び土石流の土砂災害が発生した場合においても、水
道施設の機能を維持し、安定的な給水を確保するための土砂災害
対策について定めるものである。

・

・

◆ 水道施設土砂災害対策計画の目的

本市における土砂災害の事例は、昭和51年の
栗木作地すべり災害、平成9年の常磐上湯長谷
町地内の地すべり災害、平成23年の東日本大
震災における大滝江筋用水路の落石が挙げら
れる。
昭和51年の栗木作地すべり災害では、栗木作
貯水池が地すべりを要因として決壊した。栗
木作浄水場への導水管も破損し約2,300戸が
給水不能となった。
平成9年の常磐上湯長谷町地内の地すべり災
害では、同地内にある常磐配水池が滑落傾斜
し、当該配水池より給水している地区の約
700戸が断水となった。
平成23年の東日本大震災における大滝江筋用
水路の落石では、水路を完全にふさぐ事態と
はならなかったものの、山間部で発生したた
め、重機が使用できず、人力での対応となった。

・

・

・

・

◆ 土砂災害被害の事例

南海トラフ巨大地震や首都直下型地震等、近
い将来発生する可能性が高い地震、また世界
的な気候変動等の影響による大雨や突発的で
予測困難な短時間豪雨など、土砂災害の要因
となる気象現象は今後も発生する可能性が高
く、それに伴い土砂災害の発生リスクも増加
していく。
水道施設は、効率的な配水運用の観点から位
置エネルギー（高さ）を有効に活用するため、
比較的高所に設置されることが多く、施設用
地や隣接地が高台や急傾斜地となっている箇
所も多く、土砂災害のリスクは潜在的に高い
状況である。

・

・

◆ 今後のリスク

「水道施設土砂災害対策計画」は、水道施設再構築構想に示す具体
的な取組のうち、個別対策による施設強靭化の取組の土砂災害対
策について定めるものである。

・
◆ 水道施設土砂災害対策計画の位置付け

本計画の計画期間は、令和4年度の1年間とする。・
◆ 計画期間

図　水道施設総合整備計画の体系図

図　平成9年の土砂流出災害に伴う常磐配水池の被害状況

資料編　水道施設総合整備計画の概要【④水道施設土砂災害対策計画】

図　東日本大震災における大滝江筋用水路の被害状況

【水道システム全体の視点】 【個別施設の視点】

【事業量の平準化・財源確保の視点】 【施設の健全性維持の視点】

水道施設再構築構想 水道施設耐震化計画

水道施設津波・浸水対策計画

水道施設土砂災害対策計画

水道施設停電対策計画

水道施設整備計画

管路整備計画
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水道施設総合整備計画

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

第
９
章

資
料
編

３．基本方針と目標

４．土砂災害対策の方法

「水道施設再構築構想」では、老朽施設の更新や耐震化（地震対策）等の個別対策による施設の強靭化と相互融通体
制の構築によるバックアップ機能の強化を図ることで水道システム全体の強靭化を目指すことを整備方針としてい
る。
水道施設における土砂災害による被害発生を抑制する個別対策として、安全な位置へ移設することが最も有効な手
段であるが、対象となる水道施設を短期間で移設することは事業量や財政の面から難しく、また、更新時期を迎え
ていない施設を早期に移設することは効率的な対策とはいえない。もとより、地理的な要件により移設ができない
場合も想定される。
このことを踏まえ、危険性に応じた対策を講じる。

・

・

・

◆ 土砂災害対策の基本方針

土砂災害対策として、砂防ダム等の土砂災害対策施設を建設す
る事例は多くあるが、その多くは国や県が主体となり実施する
大規模事業であるため、個別の水道施設単体に対する土砂災害
対策として採用することは困難である。
個別施設に対する土砂災害対策として、施設の移転、土砂流入
防止壁等の設置、法面等保護工の施工といった恒久対策を基本
として検討する。
土砂災害発生時にバックアップが可能な施設にあっては、恒久
対策を実施せず暫定的な措置として給水を継続するための予防
対策を検討する。
恒久対策を実施するまでの期間がある施設や更新時期までの期
間が比較的に短く更新時に移転等を検討する施設で恒久対策を
実施しない施設についても予防対策を検討する。

・

・

・

・

◆ 土砂災害対策の考え方

本市では、福島県が指定する土砂災害警戒区域を基に、土砂災
害警戒区域総括図を作成・公表している。
本計画では、土砂災害警戒区域総括図と各水道施設の位置を照
らし合わせることで、水道施設の土砂災害リスクを評価する。

・

・

◆ 土砂災害対策対象施設の選定

非常時における安定給水を実現するためには、土砂災害リスク
を抱えるすべての水道施設に早期に対策を実施することが望ま
しいが、事業量及び財源には限界があることから、非常時にお
けるバックアップの有無や重要度を考慮したうえで実施する対
策の内容や実施の優先度を検討する必要がある。
土砂災害対策は、施設近隣の土地形態や環境にも影響すること
から、現地調査等の結果を踏まえて、施設ごとに必要な土砂災
害対策について検討する。

・

・

◆ 個別施設における土砂災害対策

土砂災害対策が必要な施設について、安全な位置への移設を基本としながらも、土砂災害発生時においても施設の
機能を確保するための土砂流入防止壁の設置や土砂災害を発生させないための法面等保護工の施工の恒久対策と、
当面の間の暫定措置として実施する給水を継続するための措置の予防対策を効率的かつ効果的に実施することで、
土砂災害による被害発生を抑制し、給水の安定性を向上させることを目指す。

・
◆ 土砂災害対策の目標

表　土砂災害対策計画における計画期間の目標（業務指標）

表　土砂災害対策に対応する計画と事業

図　土砂災害警戒区域総括図（好間地区）

資料編　水道施設総合整備計画の概要【④水道施設土砂災害対策計画】
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事業環境の変化

表　個別施設における土砂災害対策一覧

資料編　水道施設総合整備計画の概要【④水道施設土砂災害対策計画】

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

第
９
章

資
料
編

５．事業計画

好間地区に位置する配水池である。広範囲に渡る地
すべり被害が想定される区域に位置しており、敷地
内で行う小規模な土砂災害対策では効果がないと想
定される。被害発生時においても給水を継続するた
め、近隣に位置する大利調整池からの給水を可能と
する配管工事を予防対策として実施する。
予防対策実施までの期間については、二次被害の防
止に努めることとし、災害発生時の漏水を早急に遮
断するための仕切弁を、被害想定範囲外にあらかじ
め指定する。
施設更新の際には、減圧弁等の代替施設により大利
調整池からの配水に変更し、当該施設は廃止するも
のとする。

・

・

・

【下ケ屋敷調整池】

図　下ケ屋敷調整池

資料編　水道施設総合整備計画の概要【④水道施設土砂災害対策計画】

勿来地区に位置するポンプ場である。急傾斜地の崩
壊による被害が想定されているが、現地調査の結果、
敷地内で行う小規模な土砂災害対策では効果がない
と判断される。被害発生時においても給水を継続す
るため、仮設の給水ポンプによる応急給水を可能と
する配管工事を予防対策として実施する。
予防対策実施までの期間については、二次被害の防
止に努めることとし、災害発生時の漏水を早急に遮
断するための仕切弁を、被害想定範囲外にあらかじ
め指定する。
更新の際には、被害想定範囲外に移転を行うことと
する。

・

・

・

【頭巾平ポンプ場】

図　頭巾平ポンプ場

表　管路における土砂災害対策

表　事業計画

土砂災害による管路の被害については、管路の流出・破損が挙げられる。
管路の耐震化は土砂災害対策としても有効であり、本市は管路更新時に耐震管を採用しているため、更新事業の推
進が土砂災害対策となる。

・
・

◆ 管路における土砂災害対策

水道施設土砂災害対策事業の事業概要、事業期間、概算事業費を下表に示す。・
◆ 事業計画

頭巾平ポンプ場

水道施設土砂災害対策事業
（配水施設）
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事業環境の変化

表　個別施設における土砂災害対策一覧
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５．事業計画

好間地区に位置する配水池である。広範囲に渡る地
すべり被害が想定される区域に位置しており、敷地
内で行う小規模な土砂災害対策では効果がないと想
定される。被害発生時においても給水を継続するた
め、近隣に位置する大利調整池からの給水を可能と
する配管工事を予防対策として実施する。
予防対策実施までの期間については、二次被害の防
止に努めることとし、災害発生時の漏水を早急に遮
断するための仕切弁を、被害想定範囲外にあらかじ
め指定する。
施設更新の際には、減圧弁等の代替施設により大利
調整池からの配水に変更し、当該施設は廃止するも
のとする。

・

・

・

【下ケ屋敷調整池】

図　下ケ屋敷調整池

資料編　水道施設総合整備計画の概要【④水道施設土砂災害対策計画】

勿来地区に位置するポンプ場である。急傾斜地の崩
壊による被害が想定されているが、現地調査の結果、
敷地内で行う小規模な土砂災害対策では効果がない
と判断される。被害発生時においても給水を継続す
るため、仮設の給水ポンプによる応急給水を可能と
する配管工事を予防対策として実施する。
予防対策実施までの期間については、二次被害の防
止に努めることとし、災害発生時の漏水を早急に遮
断するための仕切弁を、被害想定範囲外にあらかじ
め指定する。
更新の際には、被害想定範囲外に移転を行うことと
する。

・

・

・

【頭巾平ポンプ場】

図　頭巾平ポンプ場

表　管路における土砂災害対策

表　事業計画

土砂災害による管路の被害については、管路の流出・破損が挙げられる。
管路の耐震化は土砂災害対策としても有効であり、本市は管路更新時に耐震管を採用しているため、更新事業の推
進が土砂災害対策となる。

・
・

◆ 管路における土砂災害対策

水道施設土砂災害対策事業の事業概要、事業期間、概算事業費を下表に示す。・
◆ 事業計画

頭巾平ポンプ場

水道施設土砂災害対策事業
（配水施設）
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⑤水道施設総合整備計画【水道施設停電対策計画（概要版）】

１．計画の目的と位置付け

２．停電被害と今後のリスク

事業環境の変化

水道システムは、電力供給に依存しており、停電により配水機能や
浄水処理機能の停止、遠隔監視制御システムの停止等が発生し、断
水が生じる。
近年、世界的な気候変動の影響等による気象の急激な変化や地震
などによる自然災害が頻発化、激甚化しており、これらを要因とし
た停電により、大規模な断水が発生し、長期化する事例が数多く報
告されている。
「水道施設総合整備計画」に包含される９つの個別計画の1つとし
て策定する「水道施設停電対策計画」は、地震や大雨等による長時
間に及ぶ停電が発生した場合においても、水道施設の機能を維持
し、安定的な給水を確保するための停電対策について定めるもの
である。

・

・

・

◆ 水道施設停電対策計画の目的

「水道施設停電対策計画」は、水道施設再構築構想に示す具体的な取組のうち、個別対策による施設強靭化の取組の
停電対策について定めるものである。

・
◆ 水道施設停電対策計画の位置付け

本計画の計画期間は、令和13年度までの10年間とする。・
◆ 計画期間

図　水道施設総合整備計画の体系図

資料編　水道施設総合整備計画の概要【⑤水道施設停電対策計画】

平成23年の東日本大震災では、4月11日17時16分に発生した震度6弱の余震により、川前浄水場と自家用発電設
備が整備されていた上野原浄水場を除いた全施設が、停電のため一時稼働できない状態となった。各浄水場の停電
は、順次復旧したが泉浄水場の停電の解消については、翌日（12日）午前7時46分までの時間を要した。

・
◆ 停電被害の事例

重要度に応じた停電対策をすべての施設に実施することを基本としながらも、自家発電設備や発電機の整備等の対
策を効率的かつ効果的に実施することで、広域的な停電や長時間の停電が発生した場合においても、安定的な給水
を確保することを目指す。

・
◆ 停電対策の目標

現代の水道システムは、電力への依存度が高いことから、停電による影響は非常に大きく、停電が長時間に及ぶ場合、
広域的な断水が発生するリスクもある。また、停電の発生は地震、風水害等の自然災害に起因する場合のほか、人
為的な過失など、さまざまな要因により発生する可能性があり、他の災害と比較し、その発生頻度は高いものとなっ
ている。
本市は、起伏に富む地勢という特性から標高差が大きく、ほとんどの配水方式は自然流下方式であるものの、高所
に位置する配水池への送水については、ポンプへ依存しており、停電が長期化した場合の影響は非常に大きく、停
電により浄水場が停止し、第一次配水池の流入が途絶えた場合、6時間から17時間の間で配水池の貯留水がなくな
り、広域的な断水が発生する。

・

・

◆ 今後のリスク

３．基本方針と目標

「水道施設再構築構想」では、老朽施設の更新や耐震化（地震対策）等の個別対策による施設の強靭化と相互融通体
制の構築によるバックアップ機能の強化を図ることで水道システム全体の強靭化を目指すことを整備方針としてい
る。
停電による断水の発生を抑制する個別対策としては、自家発電設備の整備が最も効果的な手段であるが、全ての水
道施設に自家発電設備を整備することは、事業量や財政の面から難しく、また、自家発電設備の整備を行う場合で
あっても、更新時期が近い施設に整備することは効率的な対策とはならない。
本計画では、停電による断水の影響が大きい浄水場や基幹配水施設等の重要な施設に講じる停電対策を整理するも
のとし、停電による断水の影響が小さい施設への停電対策については、各施設の新設又は更新、若しくは関連する
設備等の更新に併せた停電対策を講じる。

・

・

・

◆ 停電対策の基本方針

【水道システム全体の視点】 【個別施設の視点】

【事業量の平準化・財源確保の視点】 【施設の健全性維持の視点】
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水道施設土砂災害対策計画

水道施設停電対策計画

水道施設整備計画

管路整備計画
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４．停電対策の方法

表　停電対策計画における計画期間の目標（業務指標）

表　停電対策に対応する計画と事業

表　本市のこれまでの停電対策

表　停電対策の種類

本市は、これまで2回線受電（予備電源、予備線）を中心とした停電対策を実施してきたが、この対策は電力会社か
らの供給に頼るものであり、大規模災害による停電やブラックアウト、変電所事故による停電など、長時間かつ広
範囲に及ぶ停電が発生した場合には対応できない。そのため、本計画では施設の重要度に応じて、①非常用発電設
備による対策、②商用電力の2回線受電による対策、③計装系の対策を組み合わせた停電対策を講じていく。

・
◆ 停電対策の考え方

又は

資料編　水道施設総合整備計画の概要【⑤水道施設停電対策計画】

又は

による停電対策

施設

168




